
事前評価調書 

事業名 都市計画道路大阪住道線 

担当部署 都市整備部 交通道路室 道路整備課 街路建設グループ（連絡先 06－6944－9280） 

事業箇所 大東市諸福８丁目～大東市諸福１丁目 （諸福西交差点～諸福郵便局前西） 

目的 

【現況と課題】 

都市計画道路大阪住道線の当該区間（主要地方道大阪中央環状線との諸福西交差点～都市計

画道路諸福中垣内線との諸福郵便局前西交差点）は現在２車線で供用中であるが、当該区間

の東側は本路線に加えて２車線の都市計画道路諸福中垣内線が合流し、大阪中央環状線を挟

んで西側は４車線の都市計画道路東野田茨田線と接続していることから、当該区間がボトル

ネックとなっており、朝夕の慢性的な交通渋滞を引き起こしている。 

 

【目的①：交通渋滞の緩和】 

適正な交差点処理及び必要な車線数を確保することにより、渋滞を緩和し、交通の円滑化を

図ります。 

【目的②：緊急交通路としての機能強化】 

車線数の増加により災害時の迅速な緊急交通路の機能確保を図ります。 

【目的③：良好な歩行空間の形成】 

バリアフリー基準に沿った歩道整備により、安全・快適な歩行空間を形成します。 

 

 

 

内容 

道路改良工： 延長Ｌ＝0.9ｋｍ 幅員Ｗ＝25.0ｍ 

道路区分 ： 第４種第１級  ４車線道路 

 

事業費 

 

 

 費用 備考 

事業費(億円） 46.1  

内

訳 

調査費等(億円） 1.9 測量費及び設計委託費 

用地費(億円） 9.2   

補償費(億円） 20.2  

工事費(億円） 12.8 道路築造工事及び電線共同溝築造 

事務費(億円） 2.0 旅費・庁費・人件費・雑費等 
 

 

【事業費の積算根拠】 

予備設計により、路線、断面を設定。これに基づ

く数量計上の上、積み上げにより事業費を算出。 

 

【工事費の内訳】 

道路築造工事     3.8億円 

電線共同溝築造工事  9.0億円 

 

事業費の変動要因 

【他事業者との協議状況】 

特になし 

【今後の事業費変動要因の予測】 

地権者への補償費については概算額のため調査により変動する。 

維持管理費 

 450万円／年 （過去５年間の実績：500万円／km・年） 

 

 

 

関連事業 
H21.3 諸福中垣内線 全線供用 
H21.3 大阪中央環状線との交差点改良工事 

上位計画等におけ

る位置付け 

・大阪府都市基盤整備中期計画（案）H13.9(H17.3改定) 

 

事業をめぐる社会

経済情勢等 

◯都市計画道路 大阪住道線の都市計画変更 
平成 23年 2月 都市計画変更（W=18m→25m） 

 
◯都市計画道路諸福中垣内線の整備状況（新設） 
平成 21年 3月 31日 全線供用・大東市に移管 
 
◯ 現道の状況 
諸福中垣内線の新設等により交通量が大幅増加 

路線名 年度 交通量 
大阪生駒線 
(大東市新田東本町) 

平成 22年 
平成 17年 

29,386台/24h（＋34％） 
21,788台/24h 

 
 
 

地元の 

協力体制等 

地元市等から、渋滞緩和のため、早期拡幅の強い要望がある。 



事業の投資効果 

＜費用便益分析＞ 

または 

＜代替指標＞ 

＜具体的な便益内容＞ 走行時間短縮・走行費用短縮・交通事故減少 

 

＜受益者＞ 地域住民・道路利用者 

 

＜費用便益比＞ B/C=2.41 総便益 B=85億円 総費用 C=35億円 

 

 

※費用便益マニュアル（平成 20年 11月：国土交通省道路局、都市・地域整備局）により算

出 

※総便益及び総費用は基準年（平成 23年）における現在価値で算出している。 
社会的割引率は年 4%、全線供用開始は平成 37年、費用便益の算定期間は供用開始から 50
年としている。 
※総費用＝事業費＋維持管理費 

事業効果の 

定性的分析 

（安心・安全、活力、

快適性等の有効性） 

・本路線整備による事業地周辺道路の渋滞緩和 

・災害発生時の緊急輸送路、避難路の迅速な確保 

・バリアフリー基準に沿った歩道整備や電線類の地中化、十分な歩行空間の確保により、安

全・快適な歩行空間の創出 

 

事業段階ごとの進

捗予定と効果 

全区間 L=900mを分割して整備し、区間ごとに早期事業効果を図る。 

完成予定年度 
平成３７年度 

代替手法との比較

検討 

周辺は市街化しており、バイパス整備は困難。 

大阪中央環状線との交差部で、平成 20年度に交差点改良工事を実施した。 

一定の効果はあったが、引き続き、慢性的な渋滞が発生。 

現道拡幅以外の代替手法はない。 

自然環境等への影

響とその対策 

◯自然環境等への影響 

本事業は、既存市街地を通過する道路であり、自然環境等への影響は少ない。 

 

その他特記事項 

 

外部の専門家によ

る意見等 

 

意見等への対応 

 

 
 

対応方針（原案） 

実施 

＜判断の理由＞ 

本路線の整備により、ボトルネック状態を解消し、交通の円滑化や防災機能、交通安全性

の向上が図れることから、事業を実施する。 

 


